
取扱注意

8月8日記者百日付以降解禁
不動産業業況等調査結果(平成 7年 7月)

1 .不動産業の経営の状況

平成 7 年 8 月 B 日

(財)土地総合研究所

(委託者建設省、国土庁)

アンケート調査をもとに 7月 1日時点の不動産業の経営の状況について不動産業業況指数を作成し

、業布i毎の経営の状況(現、況)を見てみると、住宅・宅地分譲業は日46.4、ピル賃貸業が 44.6

、不動産流通業が 51.2であり、住宅・宅地分譲業、ビル賃貸業、不動産流通業ともに経営の状況

が惑いという見方が多い。前回捌査時点と比較して、住宅・宅地分設業、ピル賃貸業は、わずかに悪

化し、不動産流通業は、わずかに改善している。 3ヶ月後の経営の見通しについては、分議業は、

2 9.8、ピル賃貸業は、 1 6.2、不動産流通業は、 3 0.2と悪化するとの見方が多い(表 1)。

表1 不動産一業業況指数について(7年 7月1日時点)

7月1日現在 (参考)前回調査時点(4月1日)

経営の状況 3~月後の経営の 経営の状況 3ヶ月後の経営の
見通し(7日1目、 見通して(4)月1日
から見て) から見

住宅・宅地分譲業 -46.4 29.8 36.9 ー27.9

ピル賃貸業 -44.6 16.2 -43.4 一11.8

不動産流通業 51.2 30.2 52.5 20.8 

不動産業業況指数の作成方法については、以下のとおり。

• -一一一一一一一一←→一一一一一ー一一一一一一一一一一ー←一一一一一一一一一一一一一一ー←一一一←一一一一一一一←一一→一一一一一一一←一一一一一一一一一一一一←一一一、

J不動産業業況指数=

{ (良いとする回答数x2十やや良いとする回答数)

(やや惑いとする回答数十感いとする回答数 x2) }ム 27全回答数 x1 0 0 

1一一一一一→一一一一一ー一一一一一一一→→一一一一一一一ー一一一ー一一一一一一一←一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一←一一一一一一一一一一←一一一←一一一一一」

注:不動産業業況指数は、回答の全てが経営の状況を良いとする場合+100を示し、

回答の全てが経営の状況を惑いとする場合は 100を示す。
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不動産業業況指数の経緯

図1-1 経営の状況
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(参考)不動産業の業況に関するlY'Jート調査の結果について

表 1-1 7月 1月現在の経営の状況 (括弧内は割合%)

良い iやや良い 普通 「やや悪い 惑い

主宅・宅地分設業 o ( 0.0 ) 。( 0.0) 15 ( 26.8 ) 30 ( 53.6 ) 11(19.6) 

ビル賃貸業 1 ( 2.7 ) 1 ( 2.7) 8(21.6) 18 ( 48.6 ) 9 ( 24.3 ) 

|不動産流通業 。(0.0 ) 2 ( 2.4) 17 ( 20.7 ) 40 ( 48.8 ) 23 ( 28.0 ) 

表 1-2 7月 1月現在の3ヶ月後の経営の見通し

寸良くなる?や良くなる FMい F怖 く な る Fくなる

主宅・宅地分譲業 。(0.0 ) 3 ( 5.3) 24(42.1) 23(40.4) 7(12.3) 

ピル賃貸業 日(0.0 ) 4(10.8) 19(51.4) 12 ( 32.4 ) 2 ( 5.4) 

国墜唾業 U 1.ι) (i (ι2 L3ZU9.U 塑 (37.0)1 13土16.0ー)

表 1-3 前回調査時点 (4月 1日)の経営の状況(参考)

良い やや良い 普通 怜や思い 思い

主宅・宅地分譲業 。(0.0 ) 3 ( 4.9) 20 ( 32.8 ) 28 ( 45.9 ) 10 ( 16.4 ) 

ピル賃貸業 。(0.0 ) 1 ( 2.6) 10 ( 26.3 ) 20 ( 52.7 ) 7 ( 18.4 ) 

不動産流通業 。(0.0 ) 3 ( 4.9) 9(14.8) 31(50.8) 18(29.5)| 

表 1-4 前回調査時点 (4月 1日)の3ヶ月後の経営の状況(参考)

良くなる やや良くなる 変わらない やや怒くなる 感くなる

主宅・宅地分譲業 。(0.0 ) 4 ( 6.6) 25(41.0) 26 ( 42.6 ) 6 ( 9.8)1 

ピル賃貸業 。(0.0 ) 3 ( 7.9) 25 ( 65.7' ) 8 ( 21.1 ) 2 ( 5.3)1 

不動産流通業 1 ( 1.7 ) 日(10.0 ) 26 ( 43.3 ) 21 ( 35. 0 ) 6 ( 10.0 ) 
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2 .業種別の成約・販売価格動向等

(1)住宅・宅地分譲業

住宅・宅地分譲業の用地取得件数の動向については、全体の 48%が前期と比べて減少傾向にある

と回答し、全体の 36%が横ぱいであると図答している。

成約件数の動向については、全体の 45%が前期と比べて横ばいと回答し、減少傾向にあるとする

図答がこれに拾抗している。

在庫戸数の動向については、全体の 51 %が前期と比べて横ばいと回答し、全体の 29%が増加傾

向にあると回答している。

販売価絡の動向については、全体の 65%が前IUIと比べて低下傾向にあると回答し、全体の 35%

が変わらないと回答している(表2-1)。

表2-1 住宅・宅地分譲業の状況について

用地取得併数 成約件数 在庫戸数 販売価格の動向

区分 計目1) ;(様2) :(3) 語，.;，糟(l);f(黄2) 砂(3:) 言十 K減沙1)検(2) 同糟) 計 ii(上1) ，(2) ，(3) 
僧減 :m:低
知日 ii 沙 両日 li 1弘、 ii 自日 界 Iわ 7下

向傾
い 1向頃 傾向

九、 1絢頃 傾:ぃ自 向傾
iら

傾向
jな拘

国域 九、

降

東京圏

本

医数 59: 10: 21: 28 135: 17: 61: 57 134: 27: 68: 39 63: 0: 22: 41 '・・ a晶"守C'・圃晶晶晶司‘晶-r'.--晶+ ‘晶-.-，-・ーー --，---守 ー.+--・・F・・・・ ‘F・--_":.:-_-~・ー晶.:. ~・・ ::::-. -~--・ F ・・

% :16.935.647.5 :12.6 45.2 :42.2 記0.1旨0.729.1 : 0.0旨4.965.1

実数 32: 7: 8: 17 65: 6: 32: 27 64: 12: 37: 15 33: 0: 10: 23 ー守 "C晶晶ー、‘・一" ・』ー干'‘C"守---，-干守_.--r←.----ー+----，-----_.，晶晶+._.-，-・ a晶噌』干 E・ーーー一一 -r--令一一 司一ー一一 " ' 一一 一

% 21.9 25.053.1 : 9.2 :49.2 41.5 ;18.8出7.8包3.4 :0目 030.369.7

12: 0: 5; 7 実努f 32: 7: 15: 10 31: 9: 11: 11 11: 2: 6: 3 ・"C ・・・，-.----，晶+守司晶，.-.__..‘ -〒"晶晶・・一4司『司晶晶晶晶 -r--・ a・ 一一一一ーチ，-'--一一一、ヲヂ ー一 "令一一 一ーチー "，一一一ー 一、ー-ー 一一 r 一一
:ー ー

'島町

% :18.254.527.3 21.9桂6.931.3 記9.0旨5.585.5 : 0.0ヰ1.7出8.3

注 1) 1業者が、マンション、戸建て、土地のそれぞれについて回答したものを合計してい

るため、項目によっては回答数がアンケー卜回収数を上回っている場合がある o

2 )東京隈 茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

大阪圏.京都府、大阪府、兵庫県、奈良県(表 2-2について同様)。
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( 2 )ビル賃貸業

空室の状況については、全体の 56%が前期と比べて横ばいであると回答し、全体の 25%が減少

傾向にあると回答している。

成約賃料の動向については、全体の 56%が前期と変わらないと回答し、全体の 41%が低下傾向

にあると図答している(表 2-2)。

表2-2 ピル賃貸業の状況について

空室の状況 成約賃料の動向
区分 言1 (減1)i; 

(2)。 (3) 計:
上昇(l i : i ( 変わ2) ii : ( 3 ) 

横; 増 {民

少j ri: j)O 下

傾i ぃ: 傾 傾; らi 傾
向; 向 向i な: 向

圏域 いe

ー・，
全体 隣教 52; 13: 29: 10 34 : 1: 19: 14 司、----------晶圃晶晶昼、晶晶昼、晶晶晶一晶 一一一一一ぺ一一ーペ一一ー--，一一一一

% : 25.0 : 55.8 : 19.2 2.9: 55.9: 41.2 
・: 哩・:

原京圏 民数 32 : 6: 20: 日守可・・ー.， ...mE-a---a-a，F-a  a ・ー 18: 0: 7: 11 晶晶晶晶 aa•• E----a....，2・a・a圃晶晶晶、!.__ _:-.:.J 

% φ18.8: 62.5: 18.8 0.0 : 38.9 : 61.1 

大阪圏 実数 6 : 3 : 2 : 1 4: 0: 3: 司、---_._.，・・・・晶晶"_.-晶晶晶 一一一 一ー一ー一一一、一一 一一ー、ー一一一一ー も一一一一 一

% : 50.0 : 33.3 : 16.7 0.0: 75.0 : 25.0 

注:1業者が、各地域について回答しているため、項目によっては回答数がアンケ

ート回収数を上回っている場合がある。
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( 3 )不動産流通業

売却依頼の動向については、前期(平成 7 年 1 月 ~3 月)と比較し、減少している地域

が増加している(表 2-3)。

購入依頼の動向については、横ばいの地域がやや増加している(表 2-4)。

成約件数の動向については、減少している地域がやや増加している(表 2-5)。

取引価格の動向については、やや下落の地場が噌加している(表 2- 6)。

表2-3売却依頼の動向

増加している地域 機ぱいの地域 減少している地域

4月 5月 6月 4月 5月 6月 4月 5月 6fl 

中古マンション 2 3 3 17 17 24 14 13 6 
中古戸建住宅 2 15 23 25 16 9 7 
こt 地 3 2 Z 16 21 21 14 10 10 

表2-4購入依頼の動向

増加している地域 横ばいの地域 減少している地域

4月 5月 日月 4月 5月 6月 4月 5月 6月

中古マンション 12 9 14 20 23 18 
中古戸建住宅 3 4 15 25 20 17 5 9 

土 I出 。 3 2 21 27 24 12 3 7 

表2-5成約件数の動向

増加している地域 様ぱいの地1或 減少している地域

4月 5月 6月 4月 5月 6月 4月 5fl 6月

中古マンション 。 4 5 11 8 12 22 21 16 

中古戸建住宅 。 5 17 18 21 16 14 7 

土 I也 。 3 18 19 22 15 13 B 

表2-6取引価格の動向

上昇 やや上昇 横ばい やや下落 下落

4 5 6 4 5 6 4 5 6 4 5 6 4 5 6 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

中古マンション 。。。。。。日 2 。19 22 26 8 9 7 

中古戸建住宅 。。。。。。14 13 19 18 20 13 。
土 地 。。。。。。14 l日 14 19 17 19 。。。

注)三大都市圏及び地方主要都市を 33地域に区分し、中古マンシヨン、中古戸建住宅
及び土地の取引最及び取引価絡について、前月と比較した動向を整理したもの。各数

値は、地域数を示す。
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(参考)

調査の械要
1 .目的

本調査は、不動産市場の動向、業況等について、的確かつ迅速に把握することにより、建設

・国土行政に資することを目的とする。

2 .調査対象

三大都市圏及び地方主要都市において不動産業を営む業者を対象に、不動産業の業種(住宅

・宅地分設業、ピル賃貸業、不動産流通業)、事業規模(大手業者、中小業者)等を考慮して、

2 7 8業者選定した。

3.調査H寺期

毎 四 半 期 (1月、 4月、 7月、 1 0月)

4.調査項目

①経営の状況

②取引状況等(成約状況、取引価格の状況等)

5 .調査方法

郵送法によるアンケ ト調査

6 .調査機関

建設省及び国土庁の委託を受けて、財団法人土地総合研究所(理事長 石原舜介)が調査を

実施。

なお、不動産流通業に係る取引状況等については、建設省の委託を受けて財団法人土地

総合研究所が実施している「不動産価格動向調査(モニタ 調査) J より引用。

(参考)今回のアンケ ト回収率は次のとおり。

対象数 回収数 回収率

住宅・宅地分譲業 112 6 2 55.4目

ピル賃貸業 5 4 3 7 68.5% 

不動産流通業 112 8 2 73.2% 

言{ 278 181 65.1% 間合せ先

(財)土地総合研究所

井上手塚

TEL03(3583)2391 
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